
輸出入申告官署の自由化 関係法令集 

 

1．関税法（抜粋） 
 

（申告の特例） 

第七条の二 貨物を輸入しようとする者であつて、あらかじめいずれかの税関長の承認を

受けた者（以下「特例輸入者」という。）又は当該貨物の輸入に係る通関手続（通関業

法（昭和四十二年法律第百二十二号）第二条第一号イ⑴（定義）に規定する通関手続を

いう。以下同じ。）を認定通関業者（第七十九条の二（規則等に関する改善措置）に規

定する認定通関業者をいう。第六十三条の二第一項、第六十三条の七第一項第三号イ及

び第六十七条の三第一項第二号において同じ。）に委託した者（以下「特例委託輸入

者」という。）は、申告納税方式が適用される貨物について、前条第二項の規定にかか

わらず、当該貨物に係る課税標準、税額その他必要な事項を記載した申告書（以下「特

例申告書」という。）を税関長に提出することによつて、同条第一項の申告を行うこと

ができる。 

２ 特例申告（特例申告書の提出によつて行う前条第一項の申告をいう。以下同じ。）を

行う場合は、特例申告に係る貨物（以下「特例申告貨物」という。）で輸入の許可を受

けたものについて、特例申告書を作成し、当該許可の日の属する月の翌月末日までに当

該許可をした税関長に提出しなければならない。 

 

（外国貨物を置く場所の制限） 

第三十条 外国貨物は、保税地域以外の場所に置くことができない。ただし、次に掲げる

ものについては、この限りでない。 

五 第六十七条の三第一項後段（輸出申告の特例）に規定する特定委託輸出申告、同条

第二項に規定する特定製造貨物輸出申告又は同条第三項に規定する特定輸出申告が行

われ、税関長の輸出の許可を受けた貨物（以下「特例輸出貨物」という。） 

 

（外国貨物を置くことの承認） 

第四十三条の三 

３ 第六十七条の二（輸出申告又は輸入申告の手続）、第六十七条の三第一項前段（輸出

申告の特例）及び第六十七条の十九（輸入申告の特例）の規定は、第一項の承認の申請

をする場合について準用する。 

 

（外国貨物を置くことの承認等の際の検査） 

第四十三条の四 

２ 第六十八条の二（貨物の検査に係る権限の委任）の規定は、前項の検査について準用



する。 

 

（輸出申告又は輸入申告の手続） 

第六十七条の二 輸出申告又は輸入申告は、輸出又は輸入の許可を受けるためにその申告

に係る貨物を入れる保税地域等（保税地域又は第三十条第一項第二号（外国貨物を置く

場所の制限）の規定により税関長が指定した場所をいう。以下同じ。）の所在地を所轄

する税関長に対してしなければならない。 

２ 外国貿易船（これに準ずるものとして政令で定める船舶を含む。以下この項において

同じ。）に積み込んだ状態で輸出申告又は輸入申告をすることが必要な貨物を輸出し、

又は輸入しようとする者は、前項の規定にかかわらず、政令で定めるところにより税関

長の承認を受けて、当該外国貿易船の係留場所を所轄する税関長に対して輸出申告又は

輸入申告をすることができる。 

 

（輸出申告の特例） 

第六十七条の三 次に掲げる者は、前条第一項又は第二項の規定にかかわらず、政令で定

めるところにより、いずれかの税関長に対して輸出申告（政令で定める貨物に係るもの

を除く。）をすることができる。この場合において、第二号に掲げる者が特定委託輸出

申告（保税地域等に入れないで輸出の許可を受けようとする貨物につき当該者が行う輸

出申告をいう。第四項及び第七十九条の四第三項（認定の失効）において同じ。）を行

うときは、その申告に係る貨物が置かれている場所から当該貨物を外国貿易船等に積み

込もうとする開港、税関空港又は不開港までの運送を特定保税運送者に委託しなければ

ならない。 

一 貨物を輸出しようとする者であつてあらかじめいずれかの税関長の承認を受けた者

（以下「特定輸出者」という。） 

二 貨物を輸出しようとする者であつて当該貨物の輸出に係る通関 

手続を認定通関業者に委託した者（次条第一項及び第六十七条の五において「特定委

託輸出者」という。） 

三 認定製造者（第六十七条の十四（規則等に関する改善措置）に規定する認定製造者

をいう。以下この号及び次項において同じ。）が製造した貨物を当該認定製造者から

取得して輸出しようとする特定製造貨物輸出者（第六十七条の十三第二項（製造者の

認定）に規定する特定製造貨物輸出者をいう。次項、次条第一項及び第六十七条の五

において同じ。） 

２ 特定製造貨物輸出者は、特定製造貨物輸出申告（保税地域等に入れないで輸出の許可

を受けようとする貨物につき前項の規定により特定製造貨物輸出者が行う輸出申告をい

う。以下この節において同じ。）に際しては、当該特定製造貨物輸出申告に係る貨物の

品名、数量その他の政令で定める事項を記載した書面であつて認定製造者が作成したも



の（第六十七条の十三第三項第二号イ及び第六十七条の十七第一項第三号において「貨

物確認書」という。）を税関長に提出しなければならない。 

３ 第一項第一号の承認を受けようとする者は、特定輸出申告（保税地域等に入れないで

輸出の許可を受けようとする貨物につき同項の規定により特定輸出者が行う輸出申告を

いう。以下この節において同じ。）をしようとする貨物の品名その他必要な事項を記載

した申請書を税関長に提出しなければならない。 

４ 特定委託輸出申告、特定製造貨物輸出申告及び特定輸出申告の申告事項その他前三項

の規定の適用に関し必要な事項は、政令で定める。 

 

（輸入申告の特例） 

第六十七条の十九 特例輸入者又は特例委託輸入者は、第六十七条の二第一項又は第二項

（輸出申告又は輸入申告の手続）の規定にかかわらず、政令で定めるところにより、い

ずれかの税関長に対して輸入申告（政令で定める貨物に係るものを除く。）をすること

ができる。 

 

（貨物の検査に係る権限の委任） 

第六十八条の二 税関長は、第六十七条（輸出又は輸入の許可）の規定による申告に係る

貨物が他の税関長の所属する税関の管轄区域内にある場合において、当該貨物につき同

条の規定による検査を行う必要があると認めるときは、当該他の税関長に対し、当該検

査に係る権限を委任することができる。 

 

（貨物の検査場所） 

第六十九条 

２ 前項の規定により指定された場所以外の場所で第六十七条の検査を受けようとする者 

は、当該検査を受けようとする貨物の置かれている場所を所轄する税関長の許可を受け 

なければならない。 

３ 税関長は、貨物の性質又は数量により税関長が指定した場所で検査をすることが不適

当であり、かつ、検査を能率的に行うのに支障がないと認めるときは、前項の許可をし

なければならない。 

 

（外国貨物の積戻し） 

第七十五条 本邦から外国に向けて行う外国貨物（仮に陸揚げされた貨物（外国為替及び

外国貿易法（昭和二十四年法律第二百二十八号）第四十八条第一項（輸出の許可等）の

規定による許可を受けなければならないものを除く。第百八条の四第一項及び第二項並

びに第百十一条第一項第一号において同じ。）を除く。）の積戻しには、第六十七条（輸

出又は輸入の許可）、第六十七条の二第一項及び第二項（輸出申告又は輸入申告の手



続）、第六十七条の三第一項（後段及び第三号を除く。）（輸出申告の特例）、第六十八条

から第六十九条の十まで（輸出申告又は輸入申告に際しての提出書類・貨物の検査に係

る権限の委任・貨物の検査場所・輸出してはならない貨物・輸出してはならない貨物に

係る認定手続・輸出してはならない貨物に係る申立て手続等・輸出差止申立てにおける

専門委員への意見の求め・輸出差止申立てに係る供託等・輸出してはならない貨物に係

る意見を聴くことの求め等・輸出してはならない貨物に係る認定手続における農林水産

大臣等への意見の求め・輸出してはならない貨物に係る認定手続における専門委員への

意見の求め・輸出してはならない貨物に係る認定手続を取りやめることの求め等）並び

に第七十条（証明又は確認）の規定を準用する。この場合において、第六十九条の二第

一項中「貨物」とあるのは「貨物（第六十九条の十一第二項の規定により積戻しを命じ

られたものを除く。）」と、同項第三号及び第四号中「物品」とあるのは「物品（他の法

令の規定により積み戻すことができることとされている者が当該他の法令の定めるとこ

ろにより積み戻すものを除く。）」と読み替えるものとする。 

 

（郵便物の輸出入の簡易手続） 

第七十六条 郵便物（その価格（輸入されるものについては、課税標準となるべき価格）

が二十万円を超えるもの（寄贈物品であるものその他の政令で定めるものを除く。）及

び第三項の政令で定める場合に係るものを除く。以下この項、第九十四条及び第百十四

条の二第九号において同じ。）については、第六十七条から第六十九条まで（輸出又は

輸入の許可・輸出申告又は輸入申告の手続・輸出申告の特例・輸出の許可の取消し・特

例輸出貨物の亡失等の届出・承認の要件・規則等に関する改善措置・帳簿の備付け等・

輸出申告の特例の適用を受ける必要がなくなつた旨の届出・承認の失効・承認の取消

し・許可の承継についての規定の準用・製造者の認定・規則等に関する改善措置・認定

製造者の認定を受けている必要がなくなつた旨の届出・認定の失効・認定の取消し・許

可の承継についての規定の準用・輸入申告の特例・輸出申告又は輸入申告に際しての提

出書類・貨物の検査に係る権限の委任・貨物の検査場所）及び第七十条から第七十三条

まで（証明又は確認・原産地を偽つた表示等がされている貨物の輸入・関税等の納付と

輸入の許可・輸入の許可前における貨物の引取り）の規定は適用せず、前条中「仮に陸

揚げされた貨物（外国為替及び外国貿易法（昭和二十四年法律第二百二十八号）第四十

八条第一項（輸出の許可等）の規定による許可を受けなければならないものを除く。第

百八条の四第一項及び第二項並びに第百十一条第一項第一号において同じ。）を除く」

とあるのは、「外国為替及び外国貿易法（昭和二十四年法律第二百二十八号）第四十八

条第一項（輸出の許可等）の規定による許可を受けなければならないものに限る」と読

み替えて、同条の規定を適用する。ただし、税関長は、輸出され、又は輸入される郵便

物中にある信書以外の物について、政令で定めるところにより、税関職員に必要な検査

をさせるものとする。 



 

２．関税法施行令（抜粋） 
 

（外国貨物を置くことの承認の申請） 

第三十六条の三 

８ 第五十九条の二十第二項の規定は、法第四十三条の三第三項において法第六十七条の

三第一項前段（輸出申告の特例）及び第六十七条の十九（輸入申告の特例）の規定を準

用する場合について準用する。この場合において、第五十九条の二十第二項中「前項の

輸入申告（法第六十八条（輸出申告又は輸入申告に際しての提出書類）に規定する書類

及び法その他の関税に関する法令の規定により輸入申告の際に提出するものとされてい

る書類の提出を含む。）」とあるのは、「第三十六条の三（第八項を除く。）に規定する書

類の提出」と読み替えるものとする。 

 

（承認を受けずに外国貨物を置くことができる期間の延長の手続） 

第三十六条の四 法第四十三条の三第一項（外国貨物を置くことの承認）の規定により税

関長の期間の指定を受けようとする者は、その期間の指定を受けようとする貨物につい

て次の各号に掲げる事項を記載した申請書を当該貨物を入れる保税蔵置場の所在地を所

轄する税関長に提出しなければならない。ただし、当該税関長は、貨物の出し入れの際

の事情により当該各号に掲げる事項の記載の必要がないと認めるときは、その必要がな

いと認められる事項の記載を省略させることができる。 

 

（保税展示場に入れる外国貨物に係る承認） 

第五十一条の四 

４ 第三十六条の三第八項の規定は、法第六十二条の七（保税蔵置場及び保税工場につい

ての規定の準用）において法第四十三条の三第三項（外国貨物を置くことの承認）の規

定を準用する場合について準用する。この場合において、第三十六条の三第八項中「第

三十六条の三（第八項」とあるのは、「第五十一条の四（第四項」と読み替えるものと

する。 

 

（外国貨物を置くこと等の承認の申請） 

第五十一条の十二 

８ 第三十六条の三第八項の規定は、法第六十二条の十五（保税蔵置場、保税工場及び保

税展示場についての規定の準用）において法第四十三条の三第三項（外国貨物を置くこ

との承認）の規定を準用する場合について準用する。この場合において、第三十六条の

三第八項中「第三十六条の三」とあるのは、「第五十一条の十二」と読み替えるものと

する。 



 

（輸出申告の手続） 

第五十八条 輸出しようとする貨物についての法第六十七条（輸出又輸入の許可）の規定

による申告は、次の各号に掲げる事項を記載した輸出申告書を税関長に提出して、しな

ければならない。ただし、税関長において当該貨物の種類又は価格を勘案し当該各号に

掲げる事項の記載の必要がないと認めるときは、その必要がないと認める事項の記載を

省略させ、また、当該貨物が旅客又は乗組員の携帯品（外国為替令（昭和五十五年政令

第二百六十号）第八条の二第一項第一号（支払手段等の輸出入の届出）に掲げる支払手

段又は証券に該当するもの及び同項第二号に掲げる貴金属に該当するものを除く。）で

あるときは、口頭で申告させることができる。 

四 輸出の許可を受けるために貨物を入れる保税地域等（法第六十七条の二第一項（輸

出申告又は輸入申告の手続）に規定する保税地域等をいう。第五十九条の五及び第五

十九条の六において同じ。）の名称及び所在地 

 

（外国貿易船に準ずる船舶） 

第五十九条の四 法第六十七条の二第二項（輸出申告又は輸入申告の手続）に規定する政

令で定める船舶は、はしけ又はこれに類する船舶（次条において「はしけ等」とい

う。）とする。 

 

（貨物を外国貿易船等に積み込んだ状態で輸出申告又は輸入申告をすることの承認の手

続） 

第五十九条の五 法第六十七条の二第二項（輸出申告又は輸入申告の手続）の規定による

税関長の承認を受けることができる場合は、次に掲げる場合とする。 

一 輸出申告又は輸入申告に係る貨物を他の貨物と混載することなく外国貿易船に積み

込んだ状態で法第六十七条（輸出又は輸入の許可）の検査及び許可を受けようとする

場合（当該貨物の性質、形状及び積付けの状況が同条の検査を行うのに支障がなく、

かつ、輸出又は輸入の許可を受けるために当該貨物を保税地域等に入れることが不適

当と認められる場合に限る。次号において同じ。） 

二 輸出申告又は輸入申告に係る貨物の外国貿易船に対する積卸しの際、当該貨物を他

の貨物と混載することなくはしけ等に積み込み、その状態で法第六十七条の検査及び

許可を受けようとする場合 

２ 前項の承認を受けようとする者は、その承認を受けようとする貨物について次の各号

に掲げる事項を記載した申請書を当該貨物の輸出申告又は輸入申告をする税関長に提出

しなければならない。ただし、当該税関長は、当該各号に掲げる事項の記載の必要がな

いと認めるときは、その必要がないと認める事項の記載を省略させることができる。 

一 貨物の記号、番号、品名及び数量 



二 外国貿易船又ははしけ等の名称及び係留場所並びに外国貿易船又ははしけ等におけ

る貨物の積付けの状況 

三 当該承認を受けようとする理由 

四 その他参考となるべき事項 

 

（保税地域等に入れないで輸入申告をすることの承認の申請） 

第五十九条の六 法第六十七条の二第三項第二号（輸出申告又は輸入申告の手続）の規定

により、貨物を保税地域等に入れないで輸入申告をすることにつき税関長の承認を受け

ることができる場合は、次に掲げる場合とする。 

二 前号に掲げる場合のほか、貨物を保税地域等に入れる前に輸入申告をすることにつ

きやむを得ない事情があると認められる場合 

２ 前項の承認を受けようとする者は、その承認を受けようとする貨物について次の各号

に掲げる事項を記載した申請書を当該貨物の輸入申告をする税関長に提出しなければな

らない。ただし、当該税関長は、当該各号に掲げる事項の記載の必要がないと認めると

きは、その必要がないと認める事項の記載を省略させることができる。 

３ 法第六十七条の二第三項第三号の規定による輸入申告は、電子情報処理組織を使用し

て行わなければならない。 

 

（特定輸出者等の輸出申告手続） 

第五十九条の七 法第六十七条の三第一項（輸出申告の特例）の規定の適用を受ける法第

六十七条（輸出又は輸入の許可）の規定による輸出申告（同項第一号に規定する特定輸

出者に係るものに限る。）に係る第五十八条の規定の適用については、同条中「次の各

号」とあるのは「法第六十七条の三第三項（輸出申告の特例）に規定する特定輸出申告

を行う場合にあつてはその旨及び次の各号」と、「省略させ、また、当該貨物が旅客又

は乗組員の携帯品（外国為替令（昭和五十五年政令第二百六十号）第八条の二第一項第

一号（支払手段等の輸出入の届出）に掲げる支払手段又は証券に該当するもの及び同項

第二号に掲げる貴金属に該当するものを除く。）であるときは、口頭で申告させる」と

あるのは「省略させる」と、同条第四号中「所在地」とあるのは「所在地（法第六十七

条の三第三項に規定する特定輸出申告を行う場合にあつては、貨物が置かれている場

所）」とする。 

２ 前項の規定は、法第六十七条の三第一項の規定の適用を受ける法第六十七条の規定に

よる輸出申告（同項第二号に規定する特定委託輸出者に係るものに限る。）に係る第五

十八条の規定の適用について準用する。この場合において、前項中「第六十七条の三第

三項（輸出申告の特例）に規定する特定輸出申告を行う場合にあつてはその旨及び」と

あるのは「第六十七条の三第一項後段（輸出申告の特例）に規定する特定委託輸出申告

を行う場合にあつてはその旨及び当該貨物が置かれている場所から当該貨物を外国貿易



船等に積み込もうとする開港、税関空港又は不開港までの運送を行う特定保税運送者並

びに」と、「第六十七条の三第三項に規定する特定輸出申告」とあるのは「第六十七条

の三第一項後段に規定する特定委託輸出申告」と読み替えるものとする。 

３ 第一項の規定は、法第六十七条の三第一項の規定の適用を受ける法第六十七条の規定

による輸出申告（同項第三号に規定する特定製造貨物輸出者に係るものに限る。）に係

る第五十八条の規定の適用について準用する。この場合において、第一項中「第六十七

条の三第三項（輸出申告の特例）に規定する特定輸出申告を行う場合にあつてはその旨

及び」とあるのは「第六十七条の三第二項（輸出申告の特例）に規定する特定製造貨物

輸出申告を行う場合にあつてはその旨、当該貨物を製造した者及び当該貨物が置かれて

いる場所から当該貨物を外国貿易船等に積み込もうとする開港、税関空港又は不開港ま

での運送を行う者並びに」と、「第六十七条の三第三項に規定する特定輸出申告」とあ

るのは「第六十七条の三第二項に規定する特定製造貨物輸出申告」と読み替えるものと

する。 

４ 前三項の輸出申告（法第六十八条（輸出申告又は輸入申告に際しての提出書類）に規

定する書類及び法その他の関税に関する法令の規定により輸出申告の際に提出するもの

とされている書類の提出を含む。）は、電子情報処理組織を使用して行わなければなら

ない。ただし、電気通信回線の故障その他の事由により電子情報処理組織を使用して当

該申告を行うことができない場合として財務省令で定める場合は、この限りでない。 

 

（輸出申告の特例を適用しない貨物の指定） 

第五十九条の八 法第六十七条の三第一項（輸出申告の特例）に規定する政令で定める貨

物は、次に掲げるものとする。 

一 輸出貿易管理令（昭和二十四年政令第三百七十八号）別表第一の一の項の中欄に掲

げる貨物（次号及び第三号に掲げるものを除く。） 

二 輸出貿易管理令別表第四に掲げる国又は地域を仕向地として輸出される貨物であつ

て、外国為替及び外国貿易法（昭和二十四年法律第二百二十八号）第四十八条第一項

（輸出の許可等）の規定による許可又は同令第二条第一項（輸出の承認）の規定によ

る承認を必要とするもの（次号に掲げるものを除く。）三日本国とアメリカ合衆国と

の間の相互防衛援助協定第六条１ａに規定する輸出される資材、需品又は装備 

 

（貨物確認書の記載事項） 

第五十九条の九 法第六十七条の三第二項（輸出申告の特例）に規定する政令で定める事

項は、次に掲げるものとする。 

 

（特定輸出者の承認の申請の手続等） 

第五十九条の十 法第六十七条の三第三項（輸出申告の特例）に規定する申請書には、次



に掲げる事項を記載しなければならない。 

二 法第六十七条の三第三項に規定する特定輸出申告をしようとする貨物の品名 

 

（特例輸入者等の輸入申告手続） 

第五十九条の二十 法第六十七条の十九（輸入申告の特例）の規定の適用を受ける法第六

十七条（輸出又は輸入の許可）の規定による輸入申告に係る第五十九条の規定の適用に

ついては、同条第一項中「前条ただし書」とあるのは、「第五十九条の七第一項の規定

により読み替えて適用する前条ただし書」とする。 

２ 前項の輸入申告（法第六十八条（輸出申告又は輸入申告に際しての提出書類）に規定

する書類及び法その他の関税に関する法令の規定により輸入申告の際に提出するものと

されている書類の提出を含む。）は、電子情報処理組織を使用して行わなければならな

い。ただし、電気通信回線の故障その他の事由により電子情報処理組織を使用して当該

申告を行うことができない場合として財務省令で定める場合は、この限りでない。 

 

（輸入申告の特例を適用しない貨物の指定） 

第五十九条の二十一 

法第六十七条の十九（輸入申告の特例）に規定する政令で定める貨物は、日本国とアメリ

カ合衆国との間の相互防衛援助協定第六条１ａに規定する輸入される資材、需品又は装備

とする。 

 

（輸入の許可前における貨物の引取りの承認の申請） 

第六十三条 法第七十三条第一項（輸入の許可前における貨物の引取り）に規定する承認

を受けようとする者は、その承認を受けようとする貨物の記号、番号、品名、数量及び

輸入申告の年月日並びに当該承認を受けようとする事由を記載した申請書を当該貨物の

輸入申告をした税関長に提出しなければならない。この場合において、当該輸入申告に

係る貨物を分割して引き取ろうとするときは、当該申請書にその旨を付記しなければな

らない。 

 

（外国貨物の積戻しの手続） 

第六十五条 

法第七十五条（外国貨物の積戻し）に規定する積戻しについては、第五十八条、第五十九

条の二第一項、第二項及び第四項、第五十九条の四、第五十九条の五、第五十九条の七

（第二項後段及び第三項を除く。）、第五十九条の八並びに第六十二条から第六十二条の十

五までの規定を準用する。この場合において、第五十九条の七第一項中「同条中「次の各

号」とあるのは「法第六十七条の三第三項（輸出申告の特例）に規定する特定輸出申告を

行う場合にあつてはその旨及び次の各号」と、」とあるのは「同条ただし書中」と、「「省



略させる」と、同条第四号中「所在地」とあるのは「所在地（法第六十七条の三第三項に

規定する特定輸出申告を行う場合にあつては、貨物が置かれている場所）」とあるのは

「、「省略させる」と、同条第四項中「前三項」とあるのは「第一項及び第二項前段」

と、第六十二条の二第四項第五号中「法第四十条第一項」とあるのは「法第三十六条第二

項、第四十条第一項」と、「含む。）」とあるのは「含む。）、第六十二条の二第三項及び第

六十二条の八第一項」と読み替えるものとする。 

 

（認定通関業者の認定の申請の手続等） 

第六十九条 法第七十九条第一項（通関業者の認定）の認定を受けようとする者（以下こ

の条において「申請者」という。）は、次に掲げる事項を記載した申請書を通関業法

（昭和四十二年法律第百二十二号）第二条第一号（定義）に規定する通関業務を行う営

業所の所在地を所轄する税関長（当該税関長が二以上ある場合には、いずれかの税関

長）に提出しなければならない。 

二 申請者が通関業務を行う営業所が二以上ある場合には、主たるものの所在地を所轄

する税関長 

 

（税関長の権限の委任） 

第九十二条 

４ 第一項又は第二項の規定にかかわらず、これらの規定に規定する 

税関長の権限のうち郵便物以外の貨物に係るものについては、財務大臣が指定する税関

官署の長には、委任されないものとする。 

 

３．関税法施行規則（抜粋） 
 

（電子情報処理組織の使用の特例） 

第七条の六 令第五十九条の七第四項（特定輸出者等の輸出申告手続）（令第六十五条に

おいて準用する場合を含む。以下この条において同じ。）に規定する財務省令で定める

場合は、電気通信回線の故障、天災その他正当な理由により電子情報処理組織を使用し

て同項に規定する輸出申告を行うことができないことについて税関長が認めた場合とす

る。 

 

（電子情報処理組織の使用の特例） 

第九条 令第五十九条の二十第二項（特例輸入者等の輸入申告手続）（令第三十六条の三

第八項（令第五十条の二、第五十一条の四第四項及び第五十一条の十二第八項において

準用する場合を含む。）において準用する場合を含む。以下この条において同じ。）に規

定する財務省令で定める場合は、電気通信回線の故障、天災その他正当な理由により電



子情報処理組織を使用して令第五十九条の二十第二項に規定する輸入申告を行うことが

できないことについて税関長が認めた場合とする。 

 


